
横浜市の地域包括ケアシステムについて
●横浜市では、2013年（平成25年）に高齢化率が21％を超え、超高齢社会を迎えました。団塊の世代が全て後期高齢者となる
2025年（平成37年）には、65歳以上の高齢者数は約100万人、高齢化率は26.1％に達すると見込まれています。

●日本全体がこうした状況を迎える中、医療・介護需要の大幅な増加や社会保障費の増大等、様々な課題に対応するため、各自治
体では2025年を目途に、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最後まで続けることがで
きるよう、医療・介護・介護予防・生活支援・住まいが一体的に提供される「地域包括ケアシステム」の構築に取り組んでいます。

●横浜市でも、地域における福祉総合拠点として独自に整備している地域ケアプラザが築いてきた地域ネットワークや、全
市・区別・地区別ときめ細かく策定している地域福祉保健計画等、これまでの取組・成果を基盤に、横浜型地域包括ケアシス
テム（※）の構築を進めています。

第1章　

※横浜型地域包括ケアシステム：①地域ケアプラザ中心に地域特性に合致した取組の推進
②市民活動との協働による多様な担い手・多様なサービスの展開
③健康寿命日本一を目指した健康づくり・介護予防への取組

横浜市の将来人口推計（概数）

65歳以上（割合）

75歳以上（割合）

87.7万人（23.5%）

41.0万人（11.0%）

97.2万人（26.1%）

58.6万人（15.8%）

110.2万人（30.4%）

61.3万人（16.9%）

120.1万人（34.4%）

70.5万人（20.2%）

2015年 2025年 2035年 2045年

▲

横浜市政策局「横浜市将来人口推計」（2045年は参考値）

団塊の世代が75歳以上となる2025年における横浜市の各種推計値

要介護認定者数 在宅医療等対象者数 認知症高齢者数

1.5倍 1.8倍 1.4倍
15万人

23万人

3.2万人

5.6万人

14万人

20万人

2015年 2025年 2015年 2025年 2015年 2025年
●第6期横浜市高齢者保健福祉計画・介護保険
　事業計画の推計値

●地域医療構想における横浜市の推計値 ●認知症高齢者の将来推計値
（2015年厚生労働省公表推計の認知症有病率より）

地域包括ケアシステムのイメージ図

　横浜市では、平成29年3月、地域包括ケアシステム構築に向けた本市の目指すべき姿・中長期的な戦略を示した「横
浜型地域包括ケアシステムの構築に向けた行動指針」を策定しました。
　地域特性が多様な本市では、各区が日常生活圏域ごとの実情を踏まえた区の戦略を立てることが必要であるため、
区の実情に応じて取組を進める「介護予防」「生活支援」「在宅医療・介護連携(在宅療養)」「認知症」の4分野について、
港北区行動指針を策定し取組を推進していきます。

超高齢社会に向けて、数十年後も安心して希望を持って暮らせる「港北区」のために

　日本は世界に類をみないペースで少子高齢化が進展しています。2016年の出生数は初めて100万
人を割り合計特殊出生率は1.44、高齢化率は27.3％で、2025年度には30.3％に達する見込みです。少
子高齢化は、これまで地方の問題として捉えられがちでしたが、地方からの若者の流入が少なくな
る状況の中、これからは都市の深刻な問題になっていきます。横浜市の人口も2019年をピークに減
少に転じ、2025年には高齢化率26.0％、2040年には33.3％で3人に1人が高齢者となる見込みです。
港北区は、東京へのアクセスが良いことなどから若い方の転入が多く、現在の高齢化率は約19.5％
と若い区ですが、その分、今後数十年にわたり他区を大きく上回るペースで高齢化が進展していく
ことが見込まれています。
　超高齢社会に向けて、重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で人生の最後まで暮らし続
けられるための仕組み「地域包括ケアシステム」の構築に全国の自治体が取り組んでいます。それ
は、病気や身体機能が低下しても、各個人が自らの責任のもとに治療や介護の内容を選択し、満足
感のある生き方を全うできる仕組みと言えます。そこでは、施設の適切な整備や介護事業者の支援
など公的な取組だけでなく、自分やご家族でできることは自ら行う“自助”と、地域や仲間同士でお
互いに助け合う“共助”の取組がこれまで以上に重要になります。全ての方が自ら仕組みづくりに
参加することで、始めて本当の満足を感じ不安が解消されていきますので、自己責任ベースの住民
参加による仕組みづくりが必要です。
　要介護者や認知症患者等の急増に伴う社会保障費の増大など、超高齢社会には憂慮すべき事実
が多くあるのは確かです。しかしながら、別の視点から捉えると、特にこの港北区においては、豊富
な知識や経験を持った高齢者の方々が働くことから解放され地域社会に増えていき地域活動・市
民活動が活性化する、地域での支え合いのつながりを強固にするチャンスでもあります。国では人
生100 年時代の議論が盛んに行われていますが、リタイア後の人生をいかに豊かにできるかは今
後ますます重要となっていきます。各自ができることを通じて地域に貢献し、地域社会に役立って
いるという自己肯定感を感じて豊かに生きていく、それが幸福感につながっていくという新しい
都市型コミュニティを創造していく必要があります。個人・地域・企業・行政など社会全体が連携し
て、地域福祉をキーワードに世代を超えた参画と協働による街づくりにチャレンジし、それを実現
し進化させていくことによって、今後更に進展する超高齢社会にも立ち向かっていくことができ
ると考えています。
　次の世代へ明るい社会をつないでいくことは我々大人の責務であり、子ども達が大人になる10 
年後・20年後も安心して希望を持って暮らせる港北区を皆様とともに創っていきたいと思います。
引き続き、ご理解・ご協力を賜りますよう、よろしくお願いします。

港北区長

横山 日出夫
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